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2026 年 11 月 12 日  
   
   

株式会社みずほ銀行の 

Mizuho インパクト預金フレームワークに係るレビュー 
 
    

株式会社日本格付研究所（JCR）は、株式会社みずほ銀行の「Mizuhoインパクト預金フレームワーク」が

改訂されたことに伴い、レビューを実施しました。 

＜要約＞ 

株式会社日本格付研究所（JCR）は、株式会社みずほ銀行が 2024年 10月に策定した「Mizuho

インパクト預金フレームワーク」（本フレームワーク）に対して、環境省の「インパクトファイ

ナンスの基本的考え方」で示されたインパクトファイナンスの定義を参照し、本フレームワーク

がその全ての要素を満たすことを確認し、2024年 10月 8日に第三者意見書を公表した。 

その後、2025 年 8 月、みずほ銀行は本フレームワークを改訂し、①本フレームワークの資金

使途となる金融商品（適格インパクトファイナンス）として、Mizuho Eco Financeの追加を明記、

②本フレームワークが対象とする適格インパクトファイナンスの一覧及びその最新情報をみず

ほ銀行のウェブサイトにおける Mizuho インパクト預金（本預金）の商品案内ページに掲示する

こととする変更、③本預金の組成に係る承認プロセスの明記、という主に 3点を実施した。これ

に対して、JCRは本フレームワークが引き続き環境省の「インパクトファイナンスの基本的考え

方」で示された要素を満たすことを確認し、2025年 8月 25日に第三者意見書を公表した。 

今般、みずほ銀行は本フレームワークにおける資金調達の方法に関して、本預金の拡大を目的

として、既存の定期性預金に流動性預金を追加する改訂を行った。 

JCRは、改訂された本フレームワークについて、「インパクトファイナンスの基本的考え方」

で示された事項との適合性評価を行った。本フレームワークによって調達した本預金は、特定の

インパクトを意図するファイナンスについては「インパクトファイナンスの基本的考え方」、包

括的なインパクトを意図するファイナンスについては「ポジティブ・インパクト金融原則」に関

して外部評価機関から適合性に係る第三者意見を取得したファイナンスに充当される。現時点で

適格インパクトファイナンスと定めるMizuhoポジティブ・インパクトファイナンス、Mizuhoポ

ジティブ・インパクトファイナンス PRO及び Mizuho Eco Financeについては、JCRから関連原

則等への適合性に関する第三者意見を取得している。今後追加される適格インパクトファイナン

スについては、関連原則等への適合性について外部評価機関から第三者意見を取得したものに限

ることとし、その最新情報に関してみずほ銀行のウェブサイトにおける本預金の商品案内ページ

に掲示することとしている。 

以上より、JCRは本フレームワークが引き続き環境省の「インパクトファイナンスの基本的考

え方」で示された事項に適合していることを確認した。 

 

＊詳細な意見書の内容は次ページ以降をご参照ください。 
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＜要約＞ 
株式会社日本格付研究所（JCR）は、株式会社みずほ銀行が 2024 年 10 月に策定した「Mizuho イン

パクト預金フレームワーク」（本フレームワーク）に対して、環境省の「インパクトファイナンスの基本

的考え方」で示されたインパクトファイナンスの定義を参照し、本フレームワークがその全ての要素を満

たすことを確認し、2024 年 10 月 8 日に第三者意見書を公表した。 
その後、2025 年 8 月、みずほ銀行は本フレームワークを改訂し、①本フレームワークの資金使途とな

る金融商品（適格インパクトファイナンス）として、Mizuho Eco Finance の追加を明記、②本フレーム

ワークが対象とする適格インパクトファイナンスの一覧及びその最新情報をみずほ銀行のウェブサイト

における Mizuho インパクト預金（本預金）の商品案内ページに掲示することとする変更、③本預金の組

成に係る承認プロセスの明記、という主に 3 点を実施した。これに対して、JCR は本フレームワークが

引き続き環境省の「インパクトファイナンスの基本的考え方」で示された要素を満たすことを確認し、

2025 年 8 月 25 日に第三者意見書を公表した。 
今般、みずほ銀行は本フレームワークにおける資金調達の方法に関して、本預金の拡大を目的として、

既存の定期性預金に流動性預金を追加する改訂を行った。 
JCR は、改訂された本フレームワークについて、「インパクトファイナンスの基本的考え方」で示され

た事項との適合性評価を行った。本フレームワークによって調達した本預金は、特定のインパクトを意図

するファイナンスについては「インパクトファイナンスの基本的考え方」、包括的なインパクトを意図す

るファイナンスについては「ポジティブ・インパクト金融原則」に関して外部評価機関から適合性に係る

第三者意見を取得したファイナンスに充当される。現時点で適格インパクトファイナンスと定める

Mizuho ポジティブ・インパクトファイナンス、Mizuho ポジティブ・インパクトファイナンス PRO 及

び Mizuho Eco Finance については、JCR から関連原則等への適合性に関する第三者意見を取得してい

る。今後追加される適格インパクトファイナンスについては、関連原則等への適合性について外部評価機

関から第三者意見を取得したものに限ることとし、その最新情報に関してみずほ銀行のウェブサイトに

おける本預金の商品案内ページに掲示することとしている。 
以上より、JCR は本フレームワークが引き続き環境省の「インパクトファイナンスの基本的考え方」

で示された事項に適合していることを確認した。 
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I. フレームワーク作成者及びフレームワークの概要 
 
1. フレームワーク作成者の概要 

1-1. 会社概要 
みずほグループ（以下、〈みずほ〉）は、傘下にみずほ銀行、みずほ信託銀行株式会社、みずほ証券株式

会社などを擁する株式会社みずほフィナンシャルグループ（以下、みずほ FG）を最終親会社とする大手

総合金融グループであり、2026 年 3 月期のグループ連結総資産は約 302 兆円と国内金融機関の中で屈指

の規模を誇る。みずほ銀行は〈みずほ〉における銀行子会社であり、国内最大級の顧客基盤、国内外の拠

点ネットワークを有する日本のリーディングバンクの一つである。 
 
1-2. みずほ銀行のサステナビリティ戦略 
〈みずほ〉は、ありたき世界として「個人の幸福な生活と、それを支えるサステナブルな社会・経済」

を掲げ、サステナビリティの実現に向けた取り組みを強化している。サステナビリティを経営戦略と一体

的に捉え、ポジティブなインパクトの拡大とネガティブなインパクトの低減の両面から取り組み、SDGs
達成に貢献していくことを目指している。 

〈みずほ〉は、長期的な視点に立ち、「マテリアリティ」に取り組むことで、環境の保全及び内外の経

済・産業・社会の持続的な発展・繁栄に貢献し、様々なステークホルダーの価値創造に配慮した経営と

〈みずほ〉の持続的かつ安定的な成長による企業価値向上を企図している。 
 

 
図 1：〈みずほ〉のマテリアリティ1 

 
〈みずほ〉はサステナビリティの実現に向けて、経済・産業の構造転換と新しいテクノロジー実用化を

顧客と共創し、〈みずほ〉の内外ネットワークや顧客基盤を生かして、その取り組みを国内外に波及させ

 
1 出典：みずほ FG ウェブサイト 
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ていくとしている。そのために必要となる資金をしっかりと供給していくとともに、〈みずほ〉の人材と

知見の強化を図る方針である。 

 
図 2：ありたき世界からバックキャストした今後の取り組み2 

 
〈みずほ〉は金融仲介機能を発揮し、環境・社会課題の解決に向けた資金の流れを作り出していくため、

2023 年 4 月に、2019 年度～2030 年度累計でのサステナブルファイナンス目標を 100 兆円、そのうち環

境・気候変動対応ファイナンス目標を 50 兆円へと大きく引き上げており、達成に向けた取り組みを推進

している。 

 
図 3：〈みずほ〉のサステナブルファイナンス目標3 

 
2 出典：本フレームワーク 
3 出典：本フレームワーク 
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さらに、国内外でインパクトファイナンスへの機運が高まっているなか、〈みずほ〉は将来の社会・経

済構造転換の促進に向けてインパクト市場の牽引を目指し、2024 年 5 月に「インパクトビジネスの羅針

盤」を公表した。〈みずほ〉は社会や環境に対するポジティブ、ネガティブ双方のインパクトをビジネス

上の意思決定の重要な要素と捉え、インパクトの創出に向けた明確な意図と計画をもってステークホル

ダーと協働し、サステナブルな社会の実現に貢献していく方針である。 
 

2. 本フレームワーク作成及び改訂の目的 
みずほ銀行は、本預金を原資としたインパクトファイナンスを実行することで「調達」と「投融資」を

一体化し、インパクトビジネスへの取り組みを強化することを目的として、本フレームワークを作成し

た。インパクト評価に基づいたファイナンスをアセットとする本預金を推進することで、インパクトと収

益の好循環を実現し、環境・社会課題の解決と企業価値の向上を実現する方針である。 

今般、みずほ銀行は本フレームワークにおける資金調達の方法に関して、本預金の拡大を目的として、

既存の定期性預金に流動性預金を追加する改訂を行った。 

 

3. 本フレームワークの概要 
3-1. 本預金の概要 
本預金には定期預金と流動性預金があり、定期預金の期間は 1 か月以上 1 年以内としている。定期預

金に係る金利は通常のみずほ銀行大口定期預金と同様の取り扱いを予定している。また、流動性預金につ

いては、当座預金・普通預金が含まれ、通常のみずほ銀行当座預金・普通預金と同様の取り扱いを予定し

ている。 

 

3-2. 調達資金の使途 

本預金によって調達した資金は、特定のインパクトを意図するファイナンスについては環境省の ESG
ハイレベル・パネル内に設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「イン

パクトファイナンスの基本的考え方」、包括的なインパクトを意図するファイナンスについては「ポジテ

ィブ・インパクト金融原則」に関して、外部評価機関から適合性に係る第三者意見を取得した金融商品

（適格インパクトファイナンス）に充当される。 

現時点における適格インパクトファイナンスは以下のとおりであり、今後該当する商品を拡大してい

く予定である。なお、適格インパクトファイナンスに該当する商品に関する最新の情報は、みずほ銀行の

ウェブサイトにおける本預金の商品案内ページに掲示される。 

 

【Mizuho ポジティブ・インパクトファイナンス】 

Mizuho ポジティブ・インパクトファイナンスでは、「ポジティブ・インパクト金融原則」に基づき、

みずほ総合研究所（旧みずほリサーチ＆テクノロジーズ株式会社）が独自に開発したインパクト評価フレ

ームワークを活用し、顧客が抱える環境・社会・経済におけるインパクト（ポジティブ、ネガティブ）を

包括的かつ定量的に評価する。その評価において「ネガティブなインパクトの抑制及び少なくとも 1 つ

以上のポジティブなインパクトの創出」が確認された場合、当該取り組みの継続的な支援を通じたインパ

クトの創出を目的として融資を行うものである。なお、JCR は、2021 年 6 月 25 日付で本商品に係るフ
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レームワークに対する第三者意見を公表している。 

 

図 4：Mizuho ポジティブ・インパクトファイナンスの商品概要4 

 

【Mizuho ポジティブ・インパクトファイナンス PRO】 

「Mizuho ポジティブ・インパクトファイナンス」の中堅・中小企業版であり、「Mizuho ポジティブ・

インパクトファイナンス」におけるインパクト評価の基本的な考え方に準拠しつつ、中堅・中小企業特有

の要素を一部評価手法に織り込んだファイナンス商品である。なお、JCR は、2022 年 10 月 6 日付で本

商品に係る第三者意見を公表している。 

 

図 5：Mizuho ポジティブ・インパクトファイナンス PRO の商品概要5 

 
4 出典：みずほ銀行 ウェブサイト 
5 出典：みずほ銀行 ウェブサイト 
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【Mizuho Eco Finance】 

「Mizuho Eco Finance」は、グローバルに信頼性の高い環境認定や評価等を組み入れた環境評価モデ

ルを用いて、顧客の取り組みや指数をスコアリングし、一定のスコア以上を満たした顧客に対して融資

を行うものである。環境評価モデルは、みずほ総合研究所（旧みずほリサーチ＆テクノロジーズ）が開

発した。なお、JCR は、2024 年 3 月 29 日付及び 2025 年 1 月 31 日付で本商品に係る第三者意見を公

表している。 

 

図 6：Mizuho Eco Finance の商品概要6 

 

3-3. ファイナンスの選定プロセス 

適格インパクトファイナンスに該当する商品は、商品所管部にて部長決裁を得た上で、関係所管部から

の部長決裁を得ることで追加される。また、毎年 3 月末、9 月末の適格インパクトファイナンスの残高及

 
6 出典：みずほ銀行 ウェブサイト 
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び当該時点での Mizuho インパクト預金の預入残高を踏まえ、必要に応じて預金募集額の見直しが実施

される。預金募集額の見直しは商品所管部及び対顧業務部の部長決裁を得て実施され、本フレームワーク

に定める適格インパクトファイナンスを資金使途とする預金の募集が行われる。 

 

3-4. 調達資金の管理体制 

みずほ銀行は本預金で調達した資金と同額を既存及び新規の適格インパクトファイナンスへ充当する。

本預金が残存している限り、みずほ銀行は、行内の融資データシステムとその出力情報を基に、適格イン

パクトファイナンスごとに、融資に係るリストを管理する。当該リストに基づき、本預金による調達金額

が適格インパクトファイナンス残高を超過しないことを確認する。 

みずほ銀行は、半期に一度、適格インパクトファイナンス残高を集計し、本部において本預金の残高に

係る管理表を作成し、預入・途中解約・満期到来の都度、更新を行う。 

みずほ銀行は、本預金の残高（流動性預金の場合は平均残高を基準とする）と適格インパクトファイナ

ンスの残高を確認し、本預金の残高が適格インパクトファイナンスの残高を超過しないように管理する。

したがって、原則として未充当資金は発生しないが、不測の適格インパクトファイナンスの期限前弁済等

により一時的に未充当資金が発生した際は、オーバーナイト取引やその他の短期金融商品に投資され、実

務上可能な限りすぐに適格インパクトファイナンスに充当し、直ちに新規預け入れを停止するとともに

超過状態の解消に努める。 

また、インパクト預金の元本と利息の支払いはみずほ銀行の一般資金から行われ、適格インパクトファ

イナンスのパフォーマンスに直接左右されることはない。 

 

3-5. レポーティング 

みずほ銀行は、本預金の残高が存在する限り、本預金の資金管理状況及び本預金で調達した資金の投融

資によって発現したインパクトについて、年 1 回ウェブページで公表を行う予定である。主な開示項目

は、以下のとおりである。 

・本預金の残高、充当金額及び未充当金額 

・本預金の残高が適格インパクトファイナンスの投融資残高を超過していないこと 

・適格インパクトファイナンスによるインパクト 

 

さらに、みずほ銀行は本フレームワークに基づく実際の運用とフレームワークとの適合性を確実なも

のとするために、資金管理状況とインパクト預金がもたらすインパクトについて、毎年 JCR からレビュ

ーを受ける予定である。 
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II. 適合性評価 
JCR は本フレームワークに基づいて組成される預金が、本フレームワークによって企図したアウトカ

ム、インパクトが適切に発揮される商品設計となっているか否かについて、環境省の ESG 金融ハイレベ

ル・パネル内に設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトフ

ァイナンスの基本的考え方」で示されたインパクトファイナンスの定義に係る 4 つの要素との適合性を

確認した。 

 

表 1：インパクトファイナンスの定義7 

「インパクトファイナンス」とは、次の①～④の要素すべてを満たすものをいう。 

要素① 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブインパクトを

適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面においてポジティブなインパ

クトを生み出す意図を持つもの 

要素② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 

要素③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの 

要素④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リターンを確保

しようとするもの 

要素①  
投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブインパクトを適切に緩和・管

理することを前提に、少なくとも一つの側面においてポジティブなインパクトを生み出す意図を持つも

のか 
みずほ銀行は、本預金を通じて調達した資金について、外部評価機関から第三者意見を取得した適格イ

ンパクトファイナンスのみに充当するとしている。本預金によって調達した資金を充当する適格インパ

クトファイナンスは、外部評価機関から第三者意見を取得する際に、重大なネガティブインパクトの有無

及びそれに対する低減策と、発現が意図されるポジティブなインパクトについての検討がなされたもの

である。 

以上より、本預金は、重大なネガティブインパクトの適切な緩和・管理を前提として、ポジティブなイ

ンパクトの発現が意図された商品設計となっている。 

要素②  
インパクトの評価及びモニタリングを行うものか 

みずほ銀行は本預金を通じて調達した資金について、外部評価機関から第三者意見を取得した適格イ

ンパクトファイナンスのみに充当するとしている。したがって、外部評価機関から第三者意見を取得する

際に、当該投融資によって発現が意図されるインパクトについて予め評価が行われていると言える。ま

た、みずほ銀行はインパクトの発現に係るモニタリングを行い、エンゲージメントと伴走支援によって適

切なインパクトの管理を行う体制を構築している。 

 
7 出典：環境省「インパクトファイナンスの基本的考え方」より JCR 作成 
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以上より、本預金はインパクトの評価及びモニタリングを適切に実施する体制を整備している。 

要素③  
インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うものか 

本預金の充当先である、外部評価機関から第三者意見を取得する適格インパクトファイナンスは、第三

者意見を取得する際に、原則としてインパクトの評価結果に係る情報開示を行っている。また、投融資期

間において発現したインパクトについても、ウェブページにて公表を行っている。みずほ銀行は本預金の

充当先である適格インパクトファイナンスに関して、KPI の設定・進捗状況等に係るインパクトレポー

ティングを行う予定である。 

以上より、本預金におけるインパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示について、適切に実

施する体制が整備されている。 

要素④  
中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リターンを確保しようとする

ものか 

みずほ銀行は、本預金の募集にあたり、本預金の資金使途が適格インパクトファイナンスに限定されて

いることについて、提案資料等への記載によって預金者に事前に説明を行う。本預金はみずほ銀行の通常

の定期預金又は流動性預金と同様に金利が付与され、預金保険制度の適用対象となる。 

また、みずほ銀行は、本預金によって調達した資金が充当された投融資によって発現したサステナビリ

ティに係るインパクトの結果を公表し、預金者に提供することとしている。 

なお、本預金で調達した資金を充当している適格インパクトファイナンスの残高等に大きな状況の変

化が生じた場合には、みずほ銀行のウェブページにて公開する予定である。 

以上より、本預金は預金者に対して、中長期的な視点に基づいて適切なリスク・リターンを確保する機

会を提供するものである。 

 
 

III. 結論 
JCR は、今般、資金調達の方法として流動性預金が追加された本フレームワークが、引き続き環境省

の「インパクトファイナンスの基本的考え方」で示された事項に適合していることを確認した。 
 
 

（担当）菊池 理恵子・新井 真太郎 
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